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指　　　　標 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

平成23年度決算に基づく健全化判断比率および資金不足比率の公表
　｢地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財政健全化法）｣が平成 19 年６月に公布され、この法律に
より、地方公共団体は、毎年度決算に基づき、財政の健全性に関する指標（健全化判断比率、資金不足比率）
の算定を行い、監査委員の意見を付して議会に報告し、公表することとなっています。
　本市の平成 23 年度決算に基づく健全化判断比率および資金不足比率は次のとおりです。いずれの比率
も早期健全化基準または経営健全化基準を下回っていますが、厳しい財政状況に変わりはなく、引き続
き行財政改革を進めていく必要があります。

【用語解説】

＊標準財政規模

　　地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模

＊早期健全化基準（イエローカード）⇒ 自主的な改善努力による財政健全化の基準
　　財政収支が不均衡な状況その他の財政状況が悪化した状況において、自主的かつ計画的に財政の健全化を図る

　べき基準

　　健全化判断比率の４つの比率について、それぞれ定められた数値であり、いずれかが早期健全化基準以上であ

　る場合には、｢財政健全化計画｣を定めなければなりません。

＊財政再生基準 （レッドカード）⇒ 国などの関与による確実な再生の基準
　　財政収支の著しい不均衡その他の財政状況の著しい悪化により自主的な財政の健全化を図ることが困難な状　

　況において、計画的に財政の健全化を図るための基準

　　健全化判断比率のうち、将来負担比率を除く３つの比率について、早期健全化基準を超えるものとして定めら

　れた数値であり、いずれかが財政再生基準以上である場合には、｢財政再生計画｣を定めなければなりません。

【用語解説】
＊事業規模
　　地方公営企業における料金収入などの営業収益の規模

＊経営健全化基準
　　自主的かつ計画的に公営企業の健全化を図るべき基準
　　資金不足比率について定められた数値であり、経営健全化基準以上である場合には、｢経営健全化

　計画｣を定めなければなりません。

　　健全化判断比率は市の財政状況の健全度を表す指標です。

　　資金不足比率は、市が経営する公営企業の経営状況の健全度を表す指標です。

＊本市の実質赤字比率と連結実質赤字比率は、赤字額がないため「̶」と記載しています。
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＊本市の資金不足比率は、資金不足額がないため「̶」と記載しています。


